
 

１、南信州地域の人口予測 

まず、未来カルテによる、南信州地域の人口予測を見る。 

 2015年の南信州14市町村の総人口は162,200人。2050年には、通常、定年延長ケースで108,252人、若者

回帰ケースで111,758人、出生率向上ケースで116,116人と予測され、減少が最も抑えられる出生率向上ケ

ースでも2015年に比べ約72％の水準になるとされる。 

 南信州地域14市町村では、阿南町が2015年対比約4割、根羽村が同3割、天龍村が同2割を始め、総じて長

野県全体よりも人口の減少幅が大きくなっている。 

長野県 南信州 飯田市 松川町 高森町 阿南町 阿智村 平谷村

2,098,804 162,200 101,581 13,167 13,080 4,962 6,538 484

1：通常、定年延長ケース 1,533,282 108,252 71,032 8,678 10,320 2,021 3,348 253

2：若者回帰ケース 111,758 73,394 8,944 10,646 2,076 3,439 261

3：出生率向上ケース 116,116 76,308 9,255 11,036 2,160 3,578 274

1：通常、定年延長ケース 73.1% 66.7% 69.9% 65.9% 78.9% 40.7% 51.2% 52.3%

2：若者回帰ケース 68.9% 72.3% 67.9% 81.4% 41.8% 52.6% 54.0%

3：出生率向上ケース 71.6% 75.1% 70.3% 84.4% 43.5% 54.7% 56.5%

根羽村 下條村 売木村 天龍村 泰阜村 喬木村 豊丘村 大鹿村

970 3,851 575 1,365 1,702 6,310 6,592 1,023

1：通常、定年延長ケース 262 2,424 286 217 825 3,661 4,597 329

2：若者回帰ケース 267 2,510 295 221 853 3,773 4,739 338

3：出生率向上ケース 276 2,608 304 232 894 3,926 4,914 352

1：通常、定年延長ケース 27.0% 62.9% 49.7% 15.9% 48.4% 58.0% 69.7% 32.1%

2：若者回帰ケース 27.6% 65.2% 51.2% 16.2% 50.1% 59.8% 71.9% 33.0%

3：出生率向上ケース 28.5% 67.7% 52.9% 17.0% 52.6% 62.2% 74.5% 34.4%

若者回帰ケース： 「5 年前の20-24 歳と5 年後の25-29 歳」の回復割合を通常ケース（社⼈研⼈⼝予測準拠ケース）よりも10％向上させた場合

2050年推計

2015年対比

通常： 国勢調査や国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の⼈⼝予測などの各種統計データを⽤いてシミュレーションした結果

定年延⻑ケース： 60-64 歳の就業者割合を55-59 歳と同じとし、その後の世代の就業者割合をなだらかに引き上げた場合

出⽣率向上ケース： 15-39 歳の⼥性の5％が次の5 年間に通常ケースよりも1 ⼈多く出産する場合

2050年推計

2015年対比

総人口

2015年

総人口

2015年

 

飯田市の場合、総人口は2015年の7～7.5割になると予想されている。飯田市中心市街地（四角で囲った

部分）でも、2050年の人口は、2015年に比べ約13%の減少と予測されている。 

 
資料：リーサス 

２、南信州地域の生産年齢人口予測 

 南信州地域の2050年の生産年齢人口は、48,439 人、2015年に比べ38,834人減少すると見込まれている。 

全市町村で総人口に占める生産年齢人口の割合は減少し、50%を下回ると推計されている。 

 

南信州の未来カルテ               しんきん南信州地域研究所 
 



 

 

３、南信州地域の就業者数の予測 

 2050年の南信州地域の就業者数は53,008人（通常ケースによる。以下同じ）。就業者の総人口に占める

割合は49.0%で、2015年に比べ3.6ポイント低下するとされる。 

とはいえ、2050年の就業者が総人口に占める割合は、長野県の46.4%、全国の42.3%に比べ高い。 

総人口 就業者数 就業者の総人口に占める割合 総人口 就業者数 就業者の総人口に占める割合

162,200 85,373 52.6% 108,251 53,008 49.0%

南信州計

2015年 2050年

 

当地域の場合、2015年の就業率でも各世代を通じて長野県や全国に比べ高い傾向にあり、特に50歳以上

の女性の就業率は高い。当地域においては生産年齢人口のかなりの部分が就業していると言えるだろう。

この傾向が2050年まで続くとするなら、就業者の増加を図る方法として生産年齢人口の労働市場への復帰

を見込む余地は小さく、外国人労働者の受け入れや定年延長が他地域よりも早く喫緊の課題となるのでは

ないか。 

 
資料：2015国勢調査 

４、業種別の就業者の推計 

 業種別の就業者の将来推計を見ると、建設業で72%、製造業で43%、卸小売業で46%それぞれ減少している。 

医療，福祉では、全市町村において就業者人口が減少、南信州全体では2015年に比べ11%減少するとさ

れている。これには、多くの市町村で2050年の65歳以上人口が2015年に比べ減少すると予測されているこ

との影響も考えられるのではないか。 
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 一方、宿泊業，飲食サービス業では、阿智村、平谷村、下條村などで就業人口の増加が見込まれている

ほか、林業で就業人口の減少が見込まれているのは、阿智村、平谷村、天龍村などに限られている。こう

してみると、地域の産業特性に応じて就業人口の増加が見込まれているように思われる。 

先に建設業の就業人口は72%の減少が見込まれていると述べたが、南信州地域では地域全体の企業単位

の売上高で建設業企業の売上が占める割合が県全体、全国に比べ大きい（2016年 出典リーサス）。また、

未来予想カルテによれば、飯田市の場合、2050年においても必要住宅床面積が既存住宅床面積を上回って

おり、住宅新築の余地があるという。現在においても職人をはじめとする建設業の労働者不足がいわれる

中でこれだけ建設業の就業人口が減少すると、将来の地域の建設需要を満たせるかどうか疑わしいのでは

ないか。 

 
資料；リーサス 

 
 また、前述の通り、当地域の製造業の就業人口は約43%減少すると見込まれているが、製造業の労働生産

性が現状のままなら製造品出荷額等もその分だけ減少することとなる。すると労働生産性の上昇によって

これを補うことが考えられる。 

 下記グラフは当地域の従業者一人当たり製造品出荷額等の推移を見たもの。データが少ないが、2006年



から2017年の従業員一人当たり製造品出荷額等の推移のままでは、2017年の製造品出荷額等を維持するた

めに必要な2050年の従業者一人当たり製造品出荷額（約3199.9万円）を満たすことはできないと思われる。 

 

 

 

 

 

 


